
増
え
て
い
る
遊
休
農
地

　

全
国
的
に
農
業
者
の
高
齢
化
、

後
継
者
不
足
に
加
え
、
農
業
構
造

改
革
を
促
す
国
の
取
り
組
み
な
ど

に
よ
り
、
兼
業
農
家
な
ど
の
農
業

離
れ
が
進
ん
で
い
ま
す
。

　

市
内
で
も
農
地
の
貸
し
出
し
を

希
望
す
る
農
家
が
増
加
す
る
一
方

で
、借
り
受
け
る
農
家
が
減
少
し
、

遊
休
農
地
が
増
え
続
け
て
い
ま
す

（
右
下
グ
ラ
フ
）。
平
成
17
年
の
遊

休
農
地
は
５
９
１
ヘ
ク
タ
ー
ル

で
、
10
年
前
に
比
べ
て
倍
以
上
に

増
え
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。
今
後
も
農
地
の
荒
廃
が
急
速

に
広
が
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
、
新

た
な
担
い
手
の
育
成
が
急
務
と
な

っ
て
い
ま
す
。

出
雲
市
で
の
企
業
の

農
業
参
入
に
つ
い
て
検
討

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
農
業

4
月
か
ら
企
業
へ
の
農
地
リ
ー
ス
制
度
を
開
始

経
営
基
盤
強
化
促
進
法
が
昨
年
６

月
に
改
正
さ
れ
、
一
般
企
業
の
農

業
へ
の
直
接
参
入
が
し
や
す
く
な

り
ま
し
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
市
で
は
、
農

業
委
員
会
、
Ｊ
Ａ
い
ず
も
、
建
設

業
協
会
な
ど
か
ら
な
る
「
農
業
ビ

ジ
ネ
ス
参
入
検
討
会
議
」（
座
長

：

西
尾
理
弘
、
14
人
）
を
昨
年
９
月

21
日
に
設
置
。
出
雲
市
で
一
般
企

業
の
農
業
参
入
を
進
め
て
い
く
べ

き
か
を
検
討
し
ま
し
た
。
そ
の
結

果
、
昨
年
12
月
に
『
農
地
の
荒
廃

に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め
、
一
般

企
業
の
農
業
へ
の
直
接
参
入
を
積

極
的
に
進
め
る
べ
き
』
と
の
方
針

が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。

４
月
か
ら
農
地
リ
ー
ス

制
度
を
開
始
し
ま
す

　

市
で
は
、
企
業
の
農
業
参
入
を

積
極
的
に
進
め
る
た
め
、
４
月
か

ら
農
地
リ
ー
ス
制
度
（
特
定
法
人

貸
付
事
業
）
を
開
始
し
ま
す
。

　

こ
の
制
度
は
、
市
が
農
地
所
有

者
か
ら
借
り
入
れ
た
農
地
を
、
市

と
協
定
を
締
結
し
た
特
定
法
人

（
農
業
生
産
法
人
以
外
の
法
人
）

に
貸
し
付
け
る
も
の
で
す
。
詳
し

く
は
上
表
の
と
お
り
。

企
業
の

農
業
参
入
状
況
は
？

　

公
共
事
業
の
減
少
な
ど
を
背
景

に
、
建
設
業
者
な
ど
が
農
業
へ
参

入
す
る
事
例
が
全
国
的
に
増
え
て

い
ま
す
。
ま
た
、
消
費
者
の
食
品

へ
の
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
や
安
全
・

安
心
志
向
の
高
ま
り
な
ど
を
受
け

て
、
飲
食
店
が
自
分
の
店
で
使
う

有
機
野
菜
を
自
ら
栽
培
す
る
な

ど
、
食
品
関
係
業
者
が
進
出
す
る

事
例
も
あ
り
ま
す
。

　

市
で
は
、
今
年
度
、
こ
れ
ま
で

に
企
業
か
ら
の
参
入
相
談
が
10
件

以
上
あ
り
、
３
社
が
参
入
を
果
た

し
ま
し
た
。
現
在
、市
内
で
農
業
に

参
入
し
て
い
る
企
業
は
９
社
（
う

ち
７
社
は
農
業
生
産
法
人
）
で
す
。

　

今
後
も
、
農
地
リ
ー
ス
制
度
の

活
用
な
ど
に
よ
っ
て
参
入
企
業
を

増
加
さ
せ
た
い
と
考
え
て
い
ま

す
。
企
業
の
活
力
に
よ
り
遊
休
農

地
の
有
効
利
用
が
図
れ
る
ほ
か
、

こ
れ
ま
で
の
企
業
経
験
が
農
業
分

野
に
生
か
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

出
雲
市
の
農
業
が
さ
ら
に
魅
力
あ

ふ
れ
る
も
の
に
な
る
こ
と
を
期
待

し
て
い
ま
す
。

　企業の農業参入には、農地
リース制度による直接参入の
ほか、農業生産法人を設立す
るなど、いくつかの方法が
あります。
　市や県では、下記のとおり、
情報提供や参入時の設備投
資などへの支援を行ってい
ます。まずは、気軽に相談し
てください。

◎情報提供活動
　相談、研修会の開催など
◎参入前
販路調査、試作研究、技
術習得などへの支援
◎参入時
機械、施設整備、運転資
金への支援
◎参入後
　共済制度、融資制度など

事業実施区域 市内全域の農用地

農地貸借期間
5年以上10年以下とし、期間更新可。永年性作物および
施設栽培を行う場合は、5年以上15年以下。

賃 借 料
参入企業と農地所有者が、農業委員会が定めている標準
小作料の額などを考慮し、農地の生産条件などを勘案して
決定

参入企業に対
する市の考え
方（審査会の
判断基準）

①原則として市内に本社・本店を置く企業であること
②生産品目などにおいて、地域と連携し、地域農業の発
展に資すると見込まれる企業であること
③事業計画が適正で事業収益が見込め、事業が継続的か
つ安定的に営まれると見込まれる企業であること

企業への農地リース制度（特定法人貸付事業）のしくみ
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出雲市の遊休農地の推移
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4月からの農地リース制度の開始に先立って企業への農地リース制度研修会を開催。42社の
参加があり、企業の農業参入への関心の高さがうかがえます（2月15日　出雲合同庁舎）

●農地リース制度や農業参
入についてのおたずねは／

　農業支援センター
　（ＴＥＬ  ２１－６６０１）

参入相談・参入事業
計画書の提出1 審　査2 市と協定を締結し、

農地を借入3

対象：特定法人（農業生産法人以外の法人）
　　　※農業担当役員１人以上
窓口：農業支援センター

市、農業委員会、JAいずもなどから
なる審査会で、生産・販売計画など
の参入事業計画書を審査

協定後、市は農地所有者から農地を
借入れ、企業へ貸付手続きを行う

6広報いずも２００６．３．９7 広報いずも２００６．３．９

　市では、農業の振興と地域経済の活性化を目指して、企業

の農業参入を積極的に進めています。

　4月からは、市が企業へ農地を貸し出す農地リース制度を

開始しますので、お知らせします。




